
教職員の多忙解消について 

 

平成２９年１０月１３日 

教 育 人 材 開 発 課 

体 育 保 健 課 

１ 教職員の多忙の背景 

○全人的な教育を特徴とする我が国の公教育の理念の下で、生徒指導、いじめ・不登校への対応、

特別な支援を必要とする児童・生徒への対応はもとより、部活動、食育、環境教育、課外活動、

主権者教育等の各種教育の増大、保護者の価値観の多様化などから、学校の業務は複雑化・多様

化するとともに、増加する一方であり、その多くを教員が担っているのが現状。 

○一方で、アクティブラーニング、小学校における英語の教科化等といった新たな学習指導要領や、

髙大接続改革対応等に対応した学習内容の充実が求められているが、これに対応するための時間、

そして何より子ども達と向き合う時間を確保することが教員にとって最重要であるが、この時間

が十分に取ることができないのが現状。 

 

２ 教職員の勤務の現状と主な対応 

（１）現状 

○勤務実態調査の結果、労働災害認定で労働と過労死との因果関係判定に用いられる、いわゆる「過

労死判定ライン」とされる月８０時間を超える時間外業務を行っている教職員が、小中学校で

は小学校６．０％（１３４人）、中学校２３．４％(３１０人)という結果（平成２８年９月実績）。 

○また、勤務時間外における業務の主な内容は、小学校では学級担任業務と校務分掌業務、中学校

では部活動と校務分掌業務であり、全国的な傾向と同じ状況であった。 

○文部科学省が、全国抽出校を対象として同時期に行った調査結果との単純比較では、その割合は

大きく下回っているものの、本県教職員の長時間勤務の実態を具体的数値として把握。 

⇒ 月１００時間を超える者が小中学校あわせて１４３人もいるなど、改善すべき喫緊の課題であ

ると改めて認識。平成２９年度も同様の調査を実施し経年変化を把握するほか、月８０時間を超

える教職員への面接指導の実施状況等を調査項目に加えたところ（集計中）。 

【平成２８年度の教職員勤務実態調査】（詳細は資料１） 

  対象校 調査期間  80h/月超の割合  備 考 

鳥取県 

(県教委) 

 全公立小中学校   ９月の１か月  小： ６．０％ 

 中：２３．４％ 

 

全国調査 

(文科省) 

 公立小中学校の 

 各400校を抽出 

  10月から11月で 

  連続する7日間 

 小：３３．５％ 

 中：５７．６％ 

 １週間の勤務時間調査。これから正規の 

 勤務時間を差し引き、４週１月として換算 

 

（２）これまでの主な対応 

○県立学校全校において学校カイゼン活動を実施するともに、市町村立学校における業務改善アク

ションプランを策定。→別添２－２(２)、(４) 

○教員の事務的作業の軽減をねらいとした学校業務支援システムを全市町村共同調達により導入

することとし、平成３０年度運用開始に向けて準備を進めている。→別添２－２(７) 

○本年３月に「学校業務カイゼン活動推進検討会」を立ち上げ、いわゆる過労死ラインとされる月

８０時間超の時間外勤務ゼロを目標とし、市町村と連携して取り組んでいくこととした。 

→別添２－２(１) 

 

資料 ２ 
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３ 本県における主な課題と今後の対応方針 

項目 現状・課題 対応方針 

部活動に係

る負担軽減 

→別添２－２

(9),(10) 

・中学校、高等学校においては部 

活動が時間外業務の主要因 

・学校教育法施行規則が改正され、 

部活動指導員(非常勤職員)による 

単独指導等が可能となり、今年度 

県立高校に３名をモデル的に配置 

し、その効果を検証しているとこ 

ろ。 

・中体連・高体連の協力も得ながら、「子どもの

スポーツ活動ガイドライン」（別添２－４）で示

す基準に沿って、部活動休養日の取組を全県を

挙げて実施していく。 

・中学校の部活動指導員配置については国の 

新規事業(Ｈ３０概算要求ベースで全国7,100人

程度。)の活用を促進し、高校分は今年度のモデ

ル的配置の検証を行い、増員を検討する。 

小中学校に

おける業務

改善の取組

推進 

→別添２－２ 

(4)(5)(6) 

・県立学校においては、順次学校カ

イゼン推進校を指定する等モデル

校の取組の横展開を図っていると

ころであるが、服務監督権限が市町

村にある公立小中学校における取

組をいかに進めていくかに課題。 

・７月に市町村教育長へ業務改善の取組推進を 

依頼し、一定の理解を得たところ。 

・具体的には、現在国モデル事業を活用して鳥 

取市で実施しているモデル校指定方式による 

業務改善の取組を、他の市町村へも横展開して 

いく。 

 

 

小中学校に

おける客観

的な勤務実

態の把握 

→別添２－２

(8) 

・県立学校においては、ＩＣカード

と時間外業務管理システムによる

客観的な勤怠管理ができているが、

市町村立学校での把握に課題。 

・現在は、県教委が各市町村教委へ

提供したエクセルファイルによる

書式（教職員勤務動向記録表）に各

教職員が入力し、勤務時間等の記

録・集計を実施。 

・平成３０年１月から運用開始の新給与システ

ムでは、勤務記録を給与支払のシステムと連携

させることされているが、ＩＣカードを設置し

ていない市町村立学校については、当面の対応

として簡便な方法による勤務記録方法を県教育

委員会から市町村教育委員会に提案・協議して

いるところ。 

・より客観的な勤務の記録方法としてのＩＣカ

ードの導入については、県教育委員会としても、

服務監督権者である市町村教育委員会ととも

に、導入に向けた検討を行っているところ。 

 

 

４ 今後に向けた検討課題 

 教員の多忙解消に向けては、２及び３に掲げる取組以外に学校と保護者・地域等との役割の整理

が必要となってくるものと考えられ、保護者・地域等との共通理解の下、検討していくことが必要。 

＜想定される取組例＞ 

  ○夏季休業期間中の学校閉庁日の設定 

  ○地域支援ボランティアの活用促進（登下校時の通学路の見守り、勤務時間前の出迎え、放課後

以降の補導等への対応） 

○勤務時間外における留守番電話等による対応 
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多忙解消のための具体的取組内容 

 

 (１) 「学校業務カイゼン活動推進検討会」による取組の推進 

全校種の教職員の多忙解消策及び部活動における教職員の多忙解消策等を協議する検討会 

を平成２８年度末に設置。 

ア 検討会概要 

○メンバー 外部有識者（三菱 UFJ ﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ（株）善積
よしづみ

主席研究員、公立鳥取環境

大学今井副学長、ゆうわ総合法律事務所松本弁護士）、市町村教育委員会、市町村立小

中学校、県立学校、県教育委員会（計９人程度） 

○平成２９年度第１回会議（６月１日開催）の概要 

     具体的な改善内容や管理職の意識改革について協議。 

⇒各学校でマニュアルを作成するなどして、児童生徒の出欠等の資料管理の省力化に取り組 

むほか、部活動に休養日を設けることを各学校に求めていくこととした。 

   ○平成２９年度第２回会議（１０月３日開催）の概要 

    学校業務改善に係る今後の具体的な取組内容等について以下のとおり協議。 

    ・月８０時間を超えて時間外業務を行う教職員の解消を当面の目標とすることを確認。 

    ・教員の事務負担軽減のため、国事業の活用も見据えつつ、スクール・サポート・スタッ

フ及び部活動指導員等、人的措置の充実に向けた予算要求を行う旨確認。 

    ・部活動休養日や一斉退庁日の取組推進、夏季休業期間中の学校閉庁日の設定に向けた 

     取組を行っていく旨確認。 

    ・勤務時間の客観的な把握のため、市町村立学校におけるＩＣカードの導入を進めていく

旨確認。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

<別添２－２> 
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イ ３部会における今後の具体的な取組（予定）内容 

時期 部会  取組（予定）項目 取組（予定）内容 

長期 

部活動 

・部活動外部指導者（Ｏ

Ｂ等学校協力者）の柔軟

な活用 

・校内部活動の場合の顧問の立会い等の必要性の整理 

・地域指導者の協力依頼、人材確保 

・部活動指導員（非常勤

職員）の配置拡充 

・導入効果の検証、人材確保 

県 立 

市町村 

・スクール・サポート・

スタッフ（非常勤職員）

の配置 

・国事業の活用を見据え、教員でなければできない業

務を整理し、印刷、授業準備の補助等教員のサポート

を実施（H30国概算要求ベースで3,600人：1/3補助） 

市町村 
・学校業務支援システム

導入の効果的な活用 

・平成３０年度の運用開始に向けた説明会等の開催等 

県 立 

市町村 

・教材の共有化 ・各学校で作成している学習教材を教育センター等で

集約して共有化を図る 

中期 

市町村 

・鳥取市モデル校におけ

る取組の横展開 

・現在国モデル事業を活用して鳥取市で実施している

モデル校指定方式による業務改善の取組を、他の市町

村へも横展開していく。 

県 立 

市町村 

部活動 

・保護者、地域の理解促

進 

・教職員の多忙さ及び勤務時間の適正化に向けた取組

を文書で周知し、業務改善の取組に対する理解を得

る。 

短期 

県 立 

市町村 

・事務局、各学校での取

組の継続 

・事務局実施の照会文書、会議・研修等の精選 

・全県立学校における学校ルールブック作成 

・一斉退庁日（週）等の取組徹底 

・取組事例の集約・共有化 

市町村 

・市町村への支援、働き

掛け 

・鳥取市モデル校での取組支援（学校ルールブックの

作成等） 

・各市町村における月８０時間以上勤務者への面談等

実施状況の確認、指導 

 

(２) 学校改善モデル校による業務改善実施と改善成果の他校への展開（平成２６年度～） 

    ①学校改善モデル校（県立倉吉西高校学校）による業務改善（平成２６年度） 

外部指導者（三菱 UFJ ﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株)善積主席研究員）の指導を受けながら、執務

室の整理整頓、電子データの整理・共有、会議の精選、定時退勤日の設定等業務改善を行った。 

課題  改善内容  効果 

執務室が雑然としていて作業しに

くい。物を探し回ることが多い。 

執務室の整理整頓 物品・資料等の紛失予防、

作業の効率化 

過去に作成されたデータがどこに

あるか分からない。 

データの整理・共

有 

データを探す時間の削

減、過去のデータの活用 

勤務時間に対する意識が薄い。 定時退勤日の設定 時間意識と帰りやすい雰

囲気の醸成 

会議ばかりに時間をとられる。 会議の精選 拘束時間の削減 

②改善成果の他校への展開（平成２７年度～） 

    学校改善モデル校を指導した外部指導者を学校カイゼン推進校（Ｈ２７・Ｈ２８：各

１２校）に派遣し、モデル校の事例をもとにした校内研修及び指導を行った。 

⇒推進校の教職員の４人に１人が取組前より残業が減ったと回答 

（Ｈ２７：２３％、Ｈ２８：２６％） 

6



 
 (３) 学校管理職等を対象としたセミナー開催（平成２６年度～） 

学校の職場環境改善を進めるため、外部講師を招き、学校管理職等を対象とした意識醸成の 

ためのセミナーを開催（年１回）。平成３０年度については、参加者数増加のため、教頭会等

との同時開催を検討。 

    ＜平成２９年度開催実績＞ 

    開催日：平成２９年５月１８日（木） 

    内 容：講演「無理なく進める業務カイゼン」 

         講師 株式会社Ｋａｉｒｏｓ代表取締役社長 長友 隆司 氏 

           参加者：約２０人 

 

(４) 「市町村立学校に係る業務改善アクションプラン」の策定・各学校での取組 

    平成２８年２月に県教育委員会が策定した、教職員の多忙解消に向けた具体的な取組を定め

たアクションプランに基づき、各小中学校で業務改善に向けた取組を実施。 
 

 【アクションプランに掲げた業務改善】 

・年休取得日数の目標設定 

・教職員の帰宅を促す声かけ等の職場環境づくり 

・会議や各種行事等の効率化・簡素化 

・ＩＣＴ活用 など 

 

 

(５) 「学校現場における業務改善加速事業（国委託事業）」による鳥取市モデル校取組支援 

鳥取市教育委員会への事業委託により、学校徴収金の公会計化の実施に向けた取組を行

うとともに、鳥取市の小中学校をモデル校として、県立学校等における業務改善の取組の

横展開を行い、業務効率化に向けた取組を実施中。 

【平成２９年度予算規模：７，０５６千円（国１０／１０）】 

＜県教育委員会実施内容＞ 

○学校業務カイゼン活動推進検討会における取組の検証、成果の全県展開の検討 

○鳥取市モデル校に対する支援 

・外部指導者による校内研修の実施（現地点検、改善項目の指導） 

・業務アシスタント及び非常勤講師（業務改善を担当する教員の負担軽減）の配置 

・教職員に対して取組前後の意識調査を実施・分析 

・モデル校の取組内容・成果等をまとめた報告書の作成 

※鳥取市モデル校（２校） 

 鳥取市立桜ヶ丘中学校及び同校区内小学校（鳥取市立面影小学校）  

 ＜鳥取市教育委員会再委託内容＞ 

○業務改善の具体的取組(執務室の整理整頓、電子データの共有フォルダの整理等) 

・各学校に応じた改善内容の検討、実施 

・勤務時間適正管理の徹底等実態把握の強化 

・業務改善を学校評価の評価項目へ位置付ける 

○学校徴収金（給食費、補助教材費）会計の平成３０年４月からの公会計化に向けた取組

      

(６) 市町村教育委員会等が行う研修会への講師派遣（平成２７年度～） 

     市町村教育委員会主催の学校業務カイゼン活動研修会に講師（三菱 UFJ ﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

（株）善積主席研究員）を派遣。平成２９年度においても同様に講師派遣を継続することとし、

上記（５）により鳥取市で実施中のモデル校指定方式による業務改善の取組を各市町村教育委

員会へ依頼し、横展開を図っているところ。 

【各学校での取組例】 
・ノー残業デーや早帰り日の設定。 

・部活動休養日の設定。 
・職員朝会の回数削減・廃止。 
・職員会議の時間を１時間以内に設

定し、事前に協議内容を精選する。 
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   ＜平成２８年度派遣実績：５件（参加者総数：２６７人）＞ 

実施日 研修主体 受講者 参加者数 

H28.8.1 日野町教育委員会 日野町小中学校教職員  ３５人 

H28.8.25 鳥取市教育委員会 事務主幹  ２０人 

H28.11.8 西伯郡小学校長会 西伯郡小学校長 １２人 

H28.12.9 中部教頭会 中部地区小中学校教頭 ３６人 

H28.12.16 公立学校事務職員研究会 小中学校事務職員 １６４人 

 

 (７) 学校業務支援システムの導入 

     県内全市町村立学校に学校業務支援システムを一斉導入し、教職員の多忙解消を図る。 

    （平成２９年度システム構築、平成３０年４月運用開始予定） 
 

ア 想定するシステムの主な機能 

教務処理機能 グループウェア機能（学校間の情報連携） 
 児童生徒の基本情報の管理(名簿作成) 
 出欠や欠課の管理(出席簿) 
 成績の管理や処理(成績処理、通知表作成) 
 教育課程管理や指導要録作成などの教務

処理(時間割・週案作成、時数管理) 
 生活指導記録の管理 
 保健情報の管理(健康診断データ)  等 

 スケジュール機能 

 掲示板機能(連絡事項やお知らせ掲載) 

 文書回覧(教委からの配布・回覧文書) 

 ファイル管理 (書類を一括管理) 等 

 
                

イ 想定するシステム導入効果（共同化の効果） 

    ①児童生徒向け効果 

      ・成績や出欠記録など様々な変化を、学校内の立場の違う複数の教職員で共有（生徒指

導の充実等） 

・机上事務の効率化により、子どもと向き合う時間が増大（生徒指導の充実等） 

    ②教職員向け効果 

・システム化（自動化）による机上事務の効率化（教職員の多忙感解消） 

・人事異動時のスムーズな業務遂行の実現 

    ③共同化のメリット享受  

・中学進学時や転校時における学校間のシームレスな生徒情報の連携（成績・生活記

録情報等） 

・タイムラグのない校内及び他校と情報伝達・共有の実現（情報伝達のスピード化） 

・共同調達による大幅なコスト削減の実現（５年間総額で数億円規模) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 導入スケジュール 

     平成２９年８月頃     ：調達公告  

         １０月頃   ：業者決定（システム構築開始） 

     平成３０年 １月～  ：テスト環境              予定 

           ４月～  ：本格稼働（システム契約期間：５年間） 

 

 

 

【既に学校業務支援システムを導入している県立高校での効果】  
※平成２１年～平成２７年に導入 

・生徒の出欠・成績処理、指導要録・調査書作成、成績証明書発行等に要する作業時間が短縮した。 

・統一されたシステムのため、教職員が異動してもシステム操作の習熟の手間がなくなった。 

・発注契約事務において、各学校での仕様作成が省略され、教職員の負担軽減になった。 
⇒システムの基本的な機能は、県・市町村共通であり、市町村立学校においても同様の効果が

期待される。 
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(８) 市町村立学校における客観的な勤務時間管理の推進 

○県立学校においては、勤務時間の適正管理のために、平成２４年度から２６年度にかけ 

てＩＣカード（勤務時間管理サポートシステム）を導入し、出勤時刻と退勤時刻が自動

的に勤務簿データベースに記録されることで、勤務時間を把握。 

○市町村立学校に対しては、平成１９年度に勤務時間管理のためのソフト（教職員勤務動

向記録表）を市町村教育委員会を通じて小中学校へ提示し、勤務時間の管理を依頼して

いる。 

○当面は新給与システムへの対応として、簡便な方法による勤務記録方法について市町村

教育委員会に提案・協議しているところであるが、今後、市町村立学校においても、客

観的な勤務実態の把握を行うため、共同調達によるなど、なるべく安価な方法によるＩ

Ｃカード等の導入に向けて検討中。 

 

 (９) 部活動指導員の配置 

 学校教育法施行規則の一部改正を受けて、平成２９年度から部活動指導員による部活動の 

単独指導及び大会引率が可能になったことから、教員に代わって部活動の指導をする部活動 

指導員（非常勤職員）を配置しているところ。 

 現時点では高等学校の専門的免許が必要な運動部にモデル的に配置し、その効果を検証し

ている。人材確保等の課題もあるものの、平成３０年度は、中学校については文部科学省が

新規要求中の国庫補助事業（部活動指導員配置促進事業：補助率1/3）の活用も見越し、配

置を促すとともに、高校については今年度のモデル的配置の効果を検証し、増員を検討する。 

ア 平成２９年度予算措置状況 

    非常勤職員６名分 ３，９２９千円（県１０／１０） 
  

イ 募集状況  

      人  数：ボート４人、ヨット２人 ※有資格で専門性が必要な種目を募集 

職務内容：部活動の単独指導、県内の練習試合・大会への単独引率 

時間報酬：１，３６０円 

ウ 応募・採用状況  

    ボート３人      

  

(１０) 部活動休養日の設定 
「子どものスポーツ活動ガイドライン」で休養日の目安を示し、教職員及び生徒の心身 

   の健康の維持と生徒の学習時間・余暇時間の確保に努めてきたが、それをもとに教職員の 

負担軽減のため部活動休養日を設定する。 

現時点では、平成３０年度から、中学校では、平日１日及び土日のうちいずれかを休養

日とする予定。高等学校では、土日のうちいずれかの曜日を１日休養日とする。 

 

＜今後の主な取組＞ 

・市町村教育委員会、中学校体育連盟、高等学校体育連盟等各競技団体に対し、教員の

勤務の現状と今後の県の取組について説明。 

・部活動のあり方や効果的な指導法についての研修会を開催。 

・先進的な取組を行っている他県の教育委員会及び学校を訪問し、学校カイゼン活動の 

具体策等の聞き取りを実施。 

・各校長会、県ＰＴＡ連合会等へ説明 

・県・市町村教育行政連絡協議会において、市町村教育委員会教育長に部活動休養日の 

設定及び部活動指導員（概算要求）説明 
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（参考） 

平成２９年９月２２日開催の「学校における働き方改革特別部会（第４回）」（中央教育審議会）

において、以下の５業務については「学校以外か教員以外が担うべきだ」として、その対応策に関

する議論が行われたところである。 

項目 対応策概要（役割分担の観点） 

登下校時の通学路の見

守り 

治安確保の一般的責務は地方公共団体にある。学校としては、保護者・地域住民・

警察との連携を図ることが求められているが、市町村教委による連携体制の構築

により負担軽減が可能ではないか。 

放課後以降のパトロー

ル、補導時の対応 

パトロールについては必要性を精査の上で、警察との連携・地域ボランティアの

活用による対応。補導等への対応は、一義的に保護者が担う。 

給食費など学校徴収金

の徴収・管理 

自治体の業務として整理すべき。 

教育以外に関する調査

への回答 

教育課程・生徒指導以外のものについては事務職員等が中心になって対応。 

地域ボランティアとの

連絡調整 

地域学校協働活動推進員（社会教育法に基づき市町村教育委員会が委嘱）等が行

うことで、学校以外が担うべき業務として整理。 
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